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事業報告書等提出書 

 

下記に掲げる前事業年度（令和 5年 4月 1日から令和 6 年 3月 31 日まで）の事業報告書

等について、特定非営利活動促進法第 29 条（同法第 52 条第１項（同法第 62 条において準

用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により、提出

します。 

 

記 

 

１ 前事業年度の事業報告書［２部］ 

 

２ 前事業年度の活動計算書［２部］ 

 

３ 前事業年度の貸借対照表［２部］ 

 

４ 前事業年度の財産目録［２部］ 

 

５ 前事業年度の年間役員名簿［２部］ 

 

６ 前事業年度の末日における社員のうち 10 人以上の者の氏名（法人にあっては、その名

称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面［２部］ 



（法第 28 条第 1 項関係「前事業年度の事業報告書」） 
 

令和 5 年度事業報告書 

令和 5 年 4 月 1 日 から 令和 6 年 3 月 31 まで 

 

特定非営利活動法人リラクセーション桜 

１ 事業の成果 

健康的な地域づくりを目指すに当たり、社会的課題である企業で働く人々のメンタルヘル

ス問題の発見や、予防・改善のための予防プログラム開発の事前研究が行えた。事前研究で

得た情報を一部公開する形でシンポジウムを開催することができた。 

中小企業の人材不足や離職問題、メンタルヘルス問題などの社会的課題を解決するための

人材育成コンサルティング事業を開設し、中小企業で働く人々の心理的安全性の高い平和な

職場づくりを推奨する事業を実施することができた。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 
(定款に記載
した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の 
実施日時 
(B)当該事業の 
実施場所 
(C)従事者の人数 

(D)受益対象者 
の範囲 
(E)人数 

事業費の 
金額（単
位：千円） 

①メンタルヘル
スケアに関する
調査・分析・研
究開発事業 

メンタルヘルス事例の
発見・予防プラグラム
開発の事前研究（開発
計画策定など） 

(A)通年 

(B)法人事務所 

(C)３人 

(D)メンタルヘルス
問題に直面してい
る個人及び事業所 
(E)不特定多数 

0 

②メンタルヘル
スケアに関する
相談や仲介事業 

事業者向け事業 
「人材育成コンサルティ
ング事業」「ストレスチェ
ックサービス事業」「従業
員支援事業」「健康経営サ
ポート事業」 

(A)通年 

(B)実施希望事業所 

(C)2 人 

(D)県内の実施希望
事業所の従業員 
(E)244 人 

9,610 

メンタルヘルスケア研修 
(A)通年 
(B)実施希望事業所 
(C)2 人 

(D)県内の労働者 
(E)74 人 

0 

個人向け事業 
「カウンセリング」 

(A)通年 
(B)法人事務所 
(C)2 人 

(D)県内住民 
(E)39 人 

8 

雑貨販売 
(A)通年 
(B)法人事務所 
(C)1 人 

(D)県内住民 
(E)1 人 

13 

③専門家育成･
社会起業家創出
事業 

専門家育成にむけた関
連機関・団体等との連
携確立。関連機関・団体
と連絡会議等の開催 

(A)通年 

(B)法人事務所 

(C)2 

(D)県内ストレスケ
ア専門家 
(E)5 人 

0 

④メンタルヘル
スケアに関する
普及啓発事業 

大分県ワーク・ライフ・
バランスを考える会 

(A)通年 

(B)法人事務所 

(C)5 人 

(D)各分野の専門家
や有識者・行政職
員・県民 
(E) 38 人 

141 

⑤その他 実施しなかった   0 

 

(2) その他の事業 

事 業 名 
(定款に記載
した事業) 

具体的な事業内容 
(A)当該事業の実施日時 
(B)当該事業の実施場所 
(C)従事者の人数 

事業費の金額
（単位：千円） 

 実施しなかった  0 

（備考） 
１ ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載する。 

２ ２(2)には、定款上「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその他の事業を実

施しなかった場合、「実施しなかった」と記載する。 



法人名：特定非営利活動法人リラクセーション桜

（単位：円）

合 計
Ⅰ 経常収益

1. 受取会費
正会員受取会費 10,000 10,000

2. その他収益
受取利息 6
雑収入 368,849
売上 254,100
事業収入 9,172,670
事業収入計 9,795,625

経常収益計 9,805,625
Ⅱ 経常費用

1. 事業費
(1)人件費

給料手当 5,211,000
法定福利費 744,824
福利厚生費 12,196
人件費計 5,968,020

(2)その他経費
支払利息 64,365
会議費 224,861
交際費 182,938
旅費交通費 248,446
通信運搬費 419,138
消耗品費 381,042
水道光熱費 85,799
地代家賃 148,800
保険料 34,640
諸会費 941,975
租税公課 464,250
研修費 331,595
支払手数料 15,724
新聞図書費 23,968
広告宣伝費 159,702
仕入高 13,530
修繕費 8,000
支払報酬料 19,958
雑費 3,920
賃借料 31,770
その他経費計 3,804,421

事業費計 9,772,441
経常費用計 9,772,441

当期経常増減額 33,184
税引前当期正味財産増減額 33,184
法人税、住民税及び事業税 71,000
経理区分振替額
当期正味財産増減額 △37,816
前期繰越正味財産額 △ 5,064,246
次期繰越正味財産額 △ 5,102,062

活動計算書
2023年4月1日から2024年3月31日まで

科 目 金 額



 



  


